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単位の将来的な削減目標設定に参考値を提供する。具体的な研究方法として、 2011年 6 月 1 日時点
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セメント産業の環境負荷定量分析の先行研究としては、 Josa らによる EU 諸国のセメント産業
の LCA 分析があり、この中で彼らは CO2、 NOx' S02及び、粒子状物質 (PM) のライフサイクノレイ
ンベントリ分析とインパクト評価を行った。佐野は1998年における日本のセメント製造の環境影響
評価を行った。また、 Humphreys らは世界各国のセメント産業の2000年における CO2排出原単位
を推計したが、当時の解析は急激な変化を遂げている中国セメント業の現況とは異なる。劉らは
1998年までの中国セメント・コンクリート産業の LCA を行った。また、呉らは2004年、菱らは
2008年の中国セメント産業の全国レベルの LCA を行った。しかし、いずれも日本や EU の LCA
データベースを利用したものである。しかも単年の環境負荷評価であり、中国セメント産業の経年




データに基づいて CO2排出量を試算したが、 CDM のプロジェクト種別の問題分析や追加性・ベー
スライン設定などの議論はほとんどない。北京工業大学の劉は、華北地域の廃熱回収発電の問題を
研究したが、廃棄物利用分野の CDM に関する技術と政策の問題に触れていない。また、この二つ
の研究とも CDM の PDD のデータ解析を行っておらず、将来的な中国の CO2削減ポテンシヤノレや
CDM の代替案を全く検討していない。つまり、利用可能なすべての適用技術を系統的にまとめた
研究が存在していないのが現状である。















2008年の全固と 2008年の行政区別の CO2、 S02、 NOx ' PM のセメント 1 トン当たりの排出量を
LCA 手法で推計したうえ、オランダライデン大学が開発した CML 手法でその総合的環境負荷の
影響評価を行った。更に、その結果を利用し、中国国内の地域比較と日本などの先進国との国際比
較も実施した。得られた主な結論は、以下の通りである。
(1)中国セメント産業からの CO2、 NOx' S02、 PM の排出原単位は2000年から 2008年にかなり
低下した。しかし、 EU や日本に比べて、依然として高いことがわかった。インベントリデー
タによると、 CO2排出原単位の最も高い新彊は、最も低い上海より 33%高く、 S02排出原単位
の最も高い重慶は、最も低い上海のおよそ 8 倍、 NOx 排出原単位の最も高い新彊は、最も低
い上海の 3 倍、 PM 排出原単位の最も高い青海は、最も低い上海のおよそ 18倍である。このこ
とから生産技術水準に大きな格差(各地域の原料前処理の NOx ' S02及び焼成工程の CO2、
NOx' S02、 PM の排出抑制技術の差)が存在することを明らかにした。
(2) 絶対排出量の視点からみれば、 CO2の排出量は2008年時点でおよそ 1 1.5億トンとなり急激に
増加し、極めて深刻な状況であった。それに対して、 S02、 NOx ' PM の排出量は188万、 230万、
116万トンであり、横ぱいの状況であった。したがって、今後の中国セメント産業においては
CO2排出削減が最も重要であると考えられる。
(3) 全国レベノレでは、 2000年の最も大きな環境負荷は PM の排出であり、 2 番目は CO2の排出










州、江西、黒龍江、山西、甘粛となり、これらの地域では、 CO2のみならず、 PM、 S02、 NOx
の排出原単位も低下させる事が重要であり、この観点からセメント産業の環境負荷低減に向け
た政策と技術対策は喫緊の課題である。












第 7 章では、中国における CDM について、 CDM プロジェクト発展の状況を中心に概括する。
最初に、 CDM の概念と特質を述べ、次いで、中国における CDM 政策と CDM 管理体制について
紹介した。最後に、収集したデータに基づき、風力、水力、バイオマスの発電プロジ、ェクトに過度
に集中している中国 CDM プロジェクトの問題点を明らかにし、今後セメント産業に関わる CDM
プロジ、ェクトのような省エネノレギー技術移転プロジ、ェクトの開発は、中国 CDM 事業の新しい切り
口となるであろうことを提言した。
第 8 章では、今後の中国セメント産業の効果的な CO2削減戦略のあり方を提言するために、最初


















④中国の指定国家機関 (DNA) による承認から国連 CDM 理事会が CER を発行するまでの、登
録のために必要な期間が12カ月以下のプロジェクトはすべて2007年以前に中国 DNA に承認さ
れたプロジ、ェクトであった。上記の①、②、③の理由で、 2008年以降に中国 DNA に承認され
たプロジェクトはわずか 8 件に過ぎなく、しかも登録に要した期間は25~36カ月であった。









カーバイド残誼 (CCR) を利用したプロジ、ェクトであるが、たとえすべての CCR を利用するとし
ても、その排出削減量は限られる。また、 CCR の量の問題だけではなく、利益の増大を計るため
には、代替原料の輸送によるリーケージの問題も考慮しなければならない。したがって、中国の
CCR 利用の CDM プロジェクトを実施したセメント工場は、すべて CCR を副生するポリ塩化ピニ
ノレ (PVC) 工場に隣接しており、コンベヤやパイプラインで CCR がセメント工場に輸送される。
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②試算によれば、 2010年の中国セメント産業の COz排出削減ポテンシヤノレはおよそ 3.35億トン
COz 'こ達した。その後、技術進歩や生産集約大規模化により、 2020年のポテンシヤノレは2.38億
トンに下がるが、依然として大きな削減ポテンシヤノレである。また、現時点で承認された
CDM プロジェクトによる COz削減量は、 201O~2020年の問、各年の COz排出削減ポテンシャ















おけるセメント産業の2020年の COz削減ポテンシヤノレ及びセメント 1 トン当たりの COz削減ポテ
ンシヤノレを解析し、それぞれの削減目標を提案した。また、中国全体のセメント産業は、 2020年に
セメント 1 トン当たりの COz削減ポテンシヤノレカ~0.15tCOz/t-cement になり、総 COz削減ポテンシヤ















































エネノレギー消費、廃棄物利用の現状、大気に対する環境影響 (C02 、 S02 、 NOx 、 PM)
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4. LCA に基づく中国における地域別のセメント産業の環境負荷の定量化と影響評価
- 計算方法とデータの収集 ・ 整備 ・ 2000~2008年の中国全体の環境負荷原単位の推計 (LCA)
・ 2008 年の 31 行政区の環境負荷原単位の推計 ・ CML 法による影響評価と地域比較
ι 且
7. 中国におけるCDM事業の
5. 中国に 6. 中国セメント業のCO2 発展と課題
おける温室 排出削減ポテンシャルの評 -中国における CDM政策と CDM
効零ガスの 価と技術方法 管理体制
排出現状及 - 日本と中国の技術現状 中国における類別の CDM
び削減政策 - 方法別の削減可能性の評価 事業の発展現状と課題
- 削減技術効果の比較
8. CDM 事業による中国セメン ト 業における CO2 削減効果の評価と課題




・ 中国全体及び行政区別の 2020 年の CO2 削減ポテンシャルと削減 目標の提案
・ 分析結果をまとめて，中国企業に対する CDM の魅力でない要因分析
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れる。中国でのセメント生産は世界の 5 割を占めており、それに伴う COzの排出は中国全体の排出
量の20% も占めている。筆者は、以上の課題を念頭におき、ライフサイクノレアセスメント (LCA)
手法を用いて、(1)中国セメント産業の国レベル及び地域レベノレの環境負荷排出原単位 (COz 、





を明らかにした。 (2) CDM 事業の問題分析のために、中国のセメント産業における COz排出削減
の課題を検討した。 CDM 事業の問題点については、特に①廃熱回収発電において、中国全体及び
各地域の電力グリッドの COz排出原単位を検討しながら、 CDM プロジェクトの収益、及び追加性
の問題を分析した。②廃棄物利用分野において、利用可能な代替原料の量的及び地理的な制限、廃
棄物が代替燃料として利用される際の問題点、混合材の増加の追加性問題などを定量的に分析し
た。最後に、筆者は、これらの分析の結果を踏まえて、中国のデータベースの整備や適切なベンチ
マークの開発、産業構造の調整、建築物の長寿命化、現在の廃棄物政策の見直しなど様々な面から、
今後の中国セメント産業の温暖化抑制戦略の方向性及び低炭素産業発展のあり方を検討した。
なお、本論文の執筆者の研究論文は、エネノレギー・資源学会、日本 LCA 学会、日本建築学会な
どの工学分野を中心とする学会誌に掲載された。これらの研究成果は、今後の中国セメント産業の
低炭素化管理政策の新たな方向性を提示すると認められる。本論文の内容は、その執筆者が自立し
た研究活動を行うに必要な高度な研究能力と学識を有することを示すものである。よって、本論文
は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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